
（問い合わせ先）神奈川私学助成をすすめる会
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私学助成の増額で高校授業料無償化から、学費全体の無償化へ！私学助成の増額で高校授業料無償化から、学費全体の無償化へ！
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私学経常費助成補助 高校生一人あたり単価 推移　’71～’25
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50年間全国で 5億9600万筆50年間全国で 5億9600万筆――積み重ねた署名の力でここまで前進しました！積み重ねた署名の力でここまで前進しました！
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590～750万270～590万生活保護世帯
年収～270万対象家庭公立高校

２３才未満の
子ども３人以上

まだまだ多くの
自己負担が…
まだまだ多くの
自己負担が…

各学校への私立学校経常費助成　生徒一人当たり　37万円

まだ公立と私立でこれだけの学費負担の差があります

県内私立高校
授業料以外の学費
約280,000円
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公立
約112万円

自己負担
約554,800円

自己負担
約280,000円

自己負担
約629,200円

所得制限
撤廃で
すべての
高校生へ

（B)－（C)＝17万5931円私立学校学納金2022年度全国平均額⇒59万4684円…（C)

就学支援金11万8800円

①公立高校生一人あたりの学校教育費（公費）

②私立高校生一人あたりの学校教育費（公費支出分と私費負担分）

2022年度：国基準額

私学経常費助成34万9910円

公立比31.2％＝税金…（Ａ）

公立全日制高校生（全国）　一人あたり経費（消費的支出）＝税金 112万525円（公的負担） 私費

2023（令和 5）年度地方教育費調査2022（令和 4）年度会計

2022年度の公立全日制高校生への公費支出額を基準に検証

家庭（私費）負担⇒112万525円ー34万9910円⇒77万615円…（B)

ここまで拡充　私立高校へ通っている家庭への補助
神奈川県では年収750万円未満世帯まで授業料無償に！
さらに、多子世帯（23歳未満の子ども ３ 人以上）は年収910万円未満まで授業料無償

経常費助成の増額は子どもたちの教育条件（少人数学級、教職員の増
員、空調設備の改善など）改善につながります

〈教育は人間の権利です〉
・ユネスコ（UNESCO：国連教育科学文化機関）―「教育最優先」（1997年勧告）
・国際人権A規約第13条
　�　「種々の形態の中等教育は、…特に、無償教育の漸進的な導入により、一般的に

利用可能であり、かつ、すべての者に対して機会が与えられるものとすること。」
・子どもの権利条約第28条
　�　「すべての児童に対し、これらの中等教育が利用可能であり、かつ、これらを利

用する機会が与えられるものとし、例えば、無償教育の導
入、必要な場合における財政的援助の提供のような適当な
措置をとる。」
・日本国憲法第26条
　�　「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に

応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する」

2026年度から、45万7000円の就学支援金の実現を！
入学金・施設費を含めた学費全体の無償化へ！
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①学校への補助金（経常費助成）の大幅な増額を！

②さらなる直接助成（就学支援金、学費補助）の増額を！

363708円54年で43倍に！
8360円から
スタート



県へ 国へ

教育費の公私間格差をなくし、子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願
　　　　 年　　月　　日
衆議院議長殿
参議院議長殿

　今年度の私立高校生に対する国の就学支援金は所得制限が撤廃され、すべての私立高校生に対し118,800円が支給されることになりま
した。さらに私立高校に対する生徒一人当たりの経常費補助額は、国・県とも増額され、神奈川県の経常費補助額は県民念願の国基準額
を達成しました。さらに神奈川県の私立高校生への授業料補助468,000円は、年収750万円未満世帯まで拡充され、多子家庭（23歳未満の
子ども 3 人以上）には年収910万円未満の世帯まで同じく468,000円が支給されます。県民の願いである学費負担の公私間格差の是正が一
歩進み、中学生の高校選択の幅が広がりました。
　しかし授業料補助は対象が授業料に限定されているため、生活保護世帯でも施設費などの負担額が年間約28万円残されています。東京
都では所得制限が撤廃され、すべての私立高校生が授業料無償です。また東京都では私立中学校に通う家庭への授業料補助の所得制限が
撤廃されました。さらに東京都から他県の私立高校に通う生徒には授業料補助が出ますが、神奈川県から県外の私立高校へ通う生徒には
授業料補助が出ないという問題もあります。
　さらに、神奈川県の私立小中学校に対する経常費補助は、未だ国基準額に達していません。この低い水準が、保護者負担全国最上位ク
ラスという高学費をもたらしています。
　1975年に制定された私立学校振興助成法は「速やかに（補助額を公立の）１ / ２ とするよう努める」という付帯決議がされましたが、半
世紀経た現在も未だ達成されていません。保護者負担の軽減は、まだ道半ばです。
　私学発祥の地、神奈川の私学は、各校が建学の精神に基づき、切磋琢磨して特徴ある教育をつくり、県民に多様な教育の機会を示して、
豊かな日本社会の形成に寄与しています。神奈川県の教育を支える担い手としての役割を果たし続けています。そうした私立学校に通う
児童生徒の保護者負担を軽減し、私立学校の教育条件を向上させ、すべての子どもたちの学ぶ権利を保障するため、私学助成をいっそう
拡充していくことは県政における最重要課題です。
　以上のことから、次の事項について請願いたします。

１ ）私立学校への経常費補助をさらに拡充してください。
２ ）施設設備助成を行ってください。
３ ）神奈川県高等学校等生徒学費補助金を拡充してください。 
４ ）県独自の、私立中学校への学費補助制度を創設してください。
５ ）「学級規模の改善」と「専任教職員増」を可能にする特別補助制度を創設してください。
６ ）私立幼稚園への私学助成について
　　①私立幼稚園への経常費補助を増額してください。
　　②私立幼稚園が行う特別支援教育に対しての助成を充実させてください。
　　③教職員の勤務条件を改善するための助成を増額してください。
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【請願趣旨】

教育予算を増額し、すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求める私学助成署名
2025年　　月　　日
神奈川県議会議長殿

　２０２５年 ２ 月に自民党・公明党・日本維新の会が「高校授業料無償化」について合意したことを受けて、公私ともに年収９１０万
円以上の全世帯に年額１１万８８００円を支援するための予算を計上した修正予算が ３ 月３１日に成立しました。「 ３ 党合意」では、２
０２６年度から授業料支援額を２０２５年度の私学授業料平均額に相当する４５万７０００円に引き上げ、年収５９０万円の所得制限を撤廃す
ることも盛り込まれています。「自治体間格差」が拡大する中で国が大幅な拡充に踏み出したことは、父母・生徒にとって歓迎
すべきことです。
　しかし、「教育の無償化」がこれで完成したわけではありません。第一に、文部科学省は、２０２５年度の制度拡充を今年度限り
の新規事業「高校生等臨時支援金」とし、２０２６年度については「所得制限の撤廃や私立高校等の加算額の引き上げも含めたい
わゆる「高校授業料の無償化」を別途検討中です」としています。必要な財源を確保したうえで、少なくとも合意された内容
を着実に実施することが求められています。第二に、授業料が実質的に無償になったとしても、入学金や施設設備費などの高
額な私費負担が残っています。家庭の私費負担を軽減するためには、入学金への補助制度の創設や、施設設備費等を就学支援
金の補助対象に含めるなどの措置を講じる必要があります。第三に、私立学校への経常費助成は公立高校生 １ 人あたり公費支
出額の ３ 割に留まっています。私立学校が公教育として重要な役割を担っているとの立場から、１９７５年私立学校振興助成法成
立時の附帯決議に記された「経常費国庫補助 １ ／ ２ 助成」がすみやかに実現されることを強く求めます。そして何より、公私
問わず「少人数学級」「専任教諭増」を進め、すべての子どもたちにゆきとどいた教育を実現するためには、教育予算の大幅な
増額が不可欠です。不登校やいじめの件数が過去最多を更新し、教員の長時間労働やなり手不足にも解決の見通しが見えない
中で、学校教育の再生には教育予算そのものを増やすことこそ根本的な解決策となることは明らかです。
　以上の立場から次の事項について請願します。

１ ．教育予算を増額してください
２ ．�私学において「少人数学級の実施」「専任教職員増」が可能となるよう、経常費助成補助を

増額してください
３ ．�高等学校等就学支援金の所得制限を撤廃し、授業料支援額を直近の私立高校授業料全国平

均額に引き上げてください

【請願趣旨】

【請願事項】

【請願事項】


